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阪神高速営業規則 新旧対照表 
次の表に掲げる規定の改正部分は、下線の部分である。 

新（２０２５年６月１７日～） 旧 

第１章  総則 

第１条～第２条 （略） 

（料金の額及び徴収期間等）  

第３条 （略） 

２ 当社は、法第２４条第１項の規定に基づき、車両の使用者に対し、料金（この

項において第１０条の２第３項第１号に定める後日支払い料金（同条第４項に定め

る手数料を含みます。）及び第１４条第１項及び第４項に定める未納金（第１５条

第２項に定める手数料、同条第３項に定める延滞金並びに法第２６条に定める割増

金を含みます。）を含みます。）の支払いを求めることがあります。ただし、当該車

両の使用者に対する請求により利用者は支払い義務を免れるものではありません。 

第４条 （略） 

（消費税） 

第５条 阪神高速道路の料金は、当社が特に明示した場合を除いて、消費税法（昭

和６３年法律第１０８号）の定めによる消費税相当額及び地方税法（昭和２５年法

律第２２６号）の定めによる地方消費税相当額を含んだ額とします。 

第６条～第７条 （略） 

 

第２章  料金所の通行方法等 

第８条～第１０条 （略） 

（ＥＴＣ専用出入口等） 

第１０条の２ （略） 

２ （略） 

３ 利用者は、前項第２号の前段においては、次の各号に掲げる事項を遵守しなけ

ればなりません。 

一 当社が指定した納入期限及び方法により、当該通行に係る料金（以下「後日支

払い料金」といいます。）を支払うこと。 

二～三 （略） 

４ 利用者は、前項第 1 号の後日支払い料金を当社からの請求により支払う場合

第1章 総則 

第１条～第２条 （略） 

（料金の額及び徴収期間等）  

第３条（略） 

２ 当社は、法第２４条第１項の規定に基づき、車両の使用者に対し、料金（こ

の項において第１０条の２第３項第１号に定める後日支払い料金、第１４条第１項

及び第４項に定める未納金、第１５条第２項に定める手数料、同条第３項に定める

延滞金並びに法第２６条に定める割増金を含みます。）の支払いを求めることがあ

ります。ただし、当該車両の使用者に対する請求により利用者は支払い義務を免れ

るものではありません。 

第４条 （略） 

（消費税）   

第５条 阪神高速道路の料金は、当社が特に明示した場合を除いて、消費税法（昭

和６３年法律第１０８号）の定める消費税相当額及び地方税法（昭和２５年法律第

２２６号）の定めによる地方消費税相当額を含んだ額とします。 

第６条～第７条 （略） 

 

第２章 料金所の通行方法等 

第８条～第１０条 （略） 

（ＥＴＣ専用出入口等） 

第１０条の２ （略） 

２ （略） 

３ 利用者は、前項第２号の前段においては、次の各号に掲げる事項を遵守しなけ

ればなりません。 

一 当社が指定した期限及び方法により、当該通行に係る料金（以下「後日支払い

料金」といいます。）を支払うこと。 

二～三 （略） 
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新（２０２５年６月１７日～） 旧 

は、請求書の郵送代その他当社が請求に要する費用が手数料として加算される

ことについて、あらかじめ同意するものとします。 

５ 利用者が民法（明治２９年法律第８９号）第７１５条に規定する被用者として

通行を行ったときは、当社は同条の規定により、当該利用者の使用者（民法第７１

５条に規定する使用者をいい、以下「他人を使用する者」といいます。）に第３項

第１号に規定する後日支払い料金（前項の手数料を含みます。）の支払いを求める

ことがあります。ただし、当該他人を使用する者に対する請求により当該利用者は

支払い義務を免れるものではありません。 

６ 第２項の規定において、第２３条に定める障がい者割引及び当社が別に定める

西大阪線端末区間割引については、これらの割引を適用するものとします。 

第１１条～第１４条 （略） 

（支払いの督促）   

第１５条 第１０条の２第３項第１号に規定する後日支払い料金、同条第４項の手

数料及び前条第１項に規定する未納金（以下「未納金等」といいます。）の支払い

を確約した場合において、当社が指定した納入期限までに未納金等の全部又は一部

の支払いがなされない場合は、当社は、利用者、車両の使用者又は他人を使用する

者（以下「利用者等」といいます。）に対して督促状による督促を行います。ただ

し、他人を使用する者に対する督促は第１０条の２第５項及び前条第３項に該当す

る場合に限ります。    

２ （略）    

３ 当社が第１項の督促状で指定した納入期限までに支払いがない場合は、利用者

等は、後日支払い料金及び未納金（法第２６条の割増金（以下単に「割増金」とい

います。）を徴収する場合は、当該割増金を含みます。以下この条において同じで

す。）に対する延滞金を支払わなければなりません。 

４ （略） 

５ 第３項の延滞金は、第１０条の２第３項第１号又は前条第１項の当社が指定し

た納入期限の翌日から支払いの日までの間の当社が定める日数について、年１０．

７５％の割合（閏年の日を含む期間についても、３６５日当たりの割合とします。）

で計算した額とします。 

６ （略） 

 

 

４ 利用者が民法（明治２９年法律第８９号）第７１５条に規定する被用者として

通行を行ったときは、当社は同条の規定により、当該利用者の使用者（民法第７１

５条に規定する使用者をいい、以下「他人を使用する者」といいます。）に前項第１

号に規定する後日支払い料金の支払いを求めることがあります。ただし、当該他人

を使用する者に対する請求により当該利用者は支払い義務を免れるものではあり

ません。 

５ 第２項の規定において、第２３条に定める障がい者割引及び当社が別に定める

西大阪線端末区間割引については、この割引を適用するものとします。 

第１１条～第１４条 （略） 

（支払いの督促）   

第１５条 第１０条の２第３項第１号に規定する後日支払い料金及び前条第１項

に規定する未納金（以下「未納金等」といいます。）の支払いを確約した場合におい

て、当社が指定した納入期限までに未納金等の全部又は一部の支払いがなされない

場合は、当社は、利用者、車両の使用者又は他人を使用する者（以下「利用者等」

といいます。）に対して督促状による督促を行います。ただし、他人を使用する者に

対する督促は第１０条の２第４項及び前条第３項に該当する場合に限ります。    

 

２ （略）     

３ 当社が第１項の督促状で指定した納入期限までに支払いがない場合は、利用者

等は、当該未納金等（法第２６条の割増金（以下単に「割増金」といいます。）を徴

収する場合は、当該割増金を含みます。以下この条において同じです。）に対する延

滞金を支払わなければなりません。 

４ （略） 

５ 第３項の延滞金は、前条第１項の当社が指定した納入期限の翌日から起算して

支払いのあった日までの日数について、年１０．７５％の割合（閏年の日を含む期

間についても、３６５日当たりの割合とします。）で計算した額とします。    

 

６ （略） 
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新（２０２５年６月１７日～） 旧 

 

第３章 支払方法 

第１６条 （略） 

第１７条 （略） 

２ （略） 

３ クレジットカード会社が発行するＥＴＣカードによる阪神高速道路の料金の

支払方法は、クレジットカード会社が定めるところによる１回払いの取扱いとしま

す。ただし、クレジットカード会社が、当社の承諾を得てこれと異なる支払方法に

よる取扱いができる旨の定めをしている場合は、当該取扱いによることができま

す。 

４～１０ （略） 

第１８条 （略） 

 

第４章 領収書等の発行 

第１９条 （略） 

 

第５章 割引制度の適用 

第２０条～第２３条 （略） 

 

第６章 乗継制度 

第２４条～第２８条 （略） 

 

第７章 特別な通行をした場合の料金 

第２９条～第３１条 （略） 

 

第８章 不正通行  

（不正通行の定義とその取扱い）  

第３２条 （略） 

２～５ （略） 

６ 前項の規定による請求時に当社が指定した納入期限までに支払いがない場合

 

第３章  支払方法 

第１６条 （略） 

第１７条 （略） 

２ （略） 

３ クレジットカード会社が発行するＥＴＣカードによる阪神高速道路の料金の

支払方法は、クレジットカード会社が定めるところによる１回払いの取扱いとしま

す。ただし、クレジットカード会社が、当社の承諾を得てこれと異なる支払い方法

による取扱いができる旨の定めをしている場合は、当該取扱いによることができま

す。 

４～１０ （略） 

第１８条 （略） 

 

第４章 領収書等の発行 

第１９条 （略） 

 

第５章 割引制度の適用 

第２０条～第２３条 （略） 

 

第６章 乗継制度 

第２４条～第２８条 （略） 

 

第７章 特別な通行をした場合の料金 

第２９条～第３１条 （略） 

 

第８章 不正通行  

（不正通行の定義とその取扱い）  

第３２条 （略） 

２～５ （略） 

６ 前項の規定による請求時に当社が指定した納入期限までに支払いがない場合
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新（２０２５年６月１７日～） 旧 

は、当該利用者は、当該納入期限の翌日から支払いの日までの間の当社が定める日

数について、請求額に対して年１０．７５％の割合（閏年の日を含む期間について

も、３６５日当たりの割合とします。）で計算した額を延滞金として支払わなけれ

ばなりません。 

７～８ （略） 

９ 第３条第２項、第１０条の２第５項及び第１４条第３項の規定は、当社が不正

通行した利用者に対して請求又は督促を行う場合に準用します。 

１０～１２ （略） 

 

第９章 補則  

第３３条～第３７条 （略） 

（規則の改正） 

第３８条 

当社は、この規則を改正する場合は、改正内容及びその施行の日を当社のホームペ

ージに掲示します。 

 

附 則 

  この規則は、２０２５年６月１７日から施行します。 

は、当該利用者は、当該納入期限の翌日から起算して支払いの日までの日数につい

て、請求額に対して年１０．７５％の割合（閏年の日を含む期間についても、３６

５日当たりの割合とします。）で計算した額を延滞金として支払わなければなりま

せん。 

７～８ （略） 

９ 第３条第２項、第１０条の２第４項及び第１４条第３項の規定は、当社が不正

通行した利用者に対して請求又は督促を行う場合に準用します。 

１０～１２ （略） 

 

第９章 補則  

第３３条～第３７条 （略） 

（規則の改正） 

第３８条 

当社は、この規則を改正する場合は、改正内容及びその施行の日を当社のホームペ

ージ及び当社が指定する事務所に掲示します。 

 

附 則 

  この規則は、２０２３年９月６日から施行します。 


